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Abstract
ThisstudyanalyseshowtheoccurrenceofmassfoodpoisoningbySnowBland
MilkProductschangeconsumer'sbehavior.Weexaminetheextensivepossibility
ofconsumerpolicyfromeconomicalandmanagerialpointsofviewsusingthis
case.Wealsoexaminetheimpactofthiscaseonmilkmarketandtime-series
variationsofconsumer'sbehaviorbyanalyzingfourkindsofstatistics.
Weclarifythattheconsumer'sattitudetoprocessinformationbythemselves
inducerationalpurchasingbehaviorandemphasizethisattitudemustberequiredto
be"autonomousconsumer"thatisoftenreferrediiithecontextofconsumerpolicy.
1.は じめ に
本研究は,雪 印乳業大阪工場製造の乳製品等を原因 とする集団食中毒(以
下,本 事件または雪印集団食中毒事件)の 発生が,消 費者の行動にどのよう
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な変化をもたらしたのかについて分析 し,そこから導かれる消費者政策の展
開可能性について考察するものである。
本事件の社会的影響について検討を始めた当初は,消 費者行動 とマス ・メ
ディア報道の関係性,と りわけ消費者にとって望ましくない影響が予想 され
る事件に関する報道量と消費者行動の相関関係を見出すべ く,本事件および
子会社雪印食品牛肉偽装事件のインパ クトについて分析作業を行っていた。
一般的に日本の消費者は,思考様式および行動様式においてマス ・メディア
報道の影響を受けやす く(岡本,1992),特に経済情報についてはその他の情
報 と比較してその傾向が顕著であること(駒橋(2004)),食品の安全性につ
いても消費者のリスク認知は新聞報道に大きく影響される可能性があること
(西尾・佐藤(2007))が指摘 されている。またリスク情報については,マ ス ・
メディア報道への依存度を高めやす く,報道内容に関わらず報道量の増加に
伴って,人 々のリスクに対する態度はネガティブになることも既存研究にお
いて明らかにされているという(吉川他,2001)。リスクの受容 という視点か
ら雪印グループによる二つの事件を特徴づけるなら,「事件に関する情報量」
の違いによって,消 費者の 「リスク感度の地域間格差」が存在すると推測で
きる。その地域間格差の程度を統計データによって明らかにしようとしたこ
とが,研究の契機であった。
しかしながら,作業を進める中で 「雪印グループに関する報道量 と飲用牛
乳の購入量は反比例する」 という仮説では説明 し切れない消費者の行動が見
出された。消費者行動 と情報の関係性についてより詳細な検討が必要である
との問題意識か ら,本研究では消費者の購買行動を規定する要因,と りわけ
同じ消費者 とい う属性をもっグループ内において,何 が行動の相違をもたら
しているのかについて検討することを,新たな研究課題 として設定すること
とした。本研究ではリスク ・コミュニケーション的アプローチに基づ き,以
下の手順で分析を進めてい く。観察対象を報道に連動 しない消費者行動が顕
著に見 られた雪印集団食中毒に絞 り,本事件が飲用牛乳市場に与えたインパ
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クトについて,消 費者行動の時系列的変化を検討する。4つの統計データを
比較 しつつ,消 費者行動の変化をもたらす要因について更に詳細な検討を行
い,既 存研究 と比較 しその要因について考察 していく。
2.タ ーニ ングポイ ン トとしての雪印乳業集 団食中毒事件
① 事例 としての妥当性
食品企業による不祥事のインパクトと消費者行動の関係性について,雪 印
集団食中毒事件をもとに分析 してい く。本事件を事例 として取 り上げる理由
は以下の通 りである。本事件を取 り扱 うことの妥 当性 は,① 被害者数が一
件の食中毒事件 としては戦後最大級であるとしばしば報じられたために,特
に衝撃が大きかったこと,②業界内において トップシェアを誇る企業であっ
たこと,③ 食品の安全性や食品企業に対する信頼性 に関する議論が沸き起
こる口火を切 ることになったことに求めることが出来る。雪印集団食中毒
事件については,13,000人以上が被害者 として認定 されており,一件の食
中毒事件 としては戦後最悪の規模である。食中毒事件 自体に注目してみ る
と,常に一定の確率で発生はしているものではあるが,本 事件がいかに大規
模なものであったのかを示すため,一 般的な被害状況 について概観 してお
く。1950年代以降の統計においては,年 間で1,000～3,000件発生 してお
り,その1事件あた りの患者数もおおよそ15～40人の間で推移している。
このぶれの大 きさは食中毒の原因の多 くが化学物質ではなく細菌,毒 素およ
びカビ類に由来するものであり,その年の気候に大 きく変動 されるためであ
る。1990年以降についてみると,1件あた りの被害者数が500人を超える
ような大規模なものに関 しては,毎年6～10件発生 している。このような
大規模事故の原因となっているのは主に学校給食,仕 出 し弁当,事業所での
食事,飲食店および旅館で提供 される食事などである。その多くは原材料の
輸送や加工調理の段階において原因物質の増殖が起 こったことが原因であ
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り,原材料そのものを原因とする大規模な食中毒の発生例は非常に少ない1。
このような統計上の数字か ら,本事件がいかに特殊な事件であったかがわか
るだろう。既存のリスク研究においては,子供に影響すると感じられるリス
クについては大人に影響す るそれについてよりも過敏な反応を引き起 こすこ
とが指摘 されている。栄養価が高 く比較的安価な加工乳および乳飲料は,子
どものいる家庭においては必要不可欠なものであり,その代替品 となるもの
は少ない。また,生 乳および乳製品は腐敗性の高い食品であり,高度な衛生
管理が求められる食品である。雪印乳業は業界 トップシェアの企業であると
同時に,業界で初めてHACCP認証を受けた工場をもつ企業 グループで もあ
る。それだけに雪印製品の安全性については多 くの消費者が高い信頼を寄せ
ていたにも関わらず,そ れが裏切 られたという経緯がある。後の食品をめぐ
る種々の議論を呼ぶためには,十 分なインパ クトを備えていた といえるだろ
う。
② 事件概要
2000年6月,雪印乳業大阪工場において製造 された低脂肪乳を原因とす
る食中毒の発症が確認 された。和歌山県において最初の発症者(児童)が 確
認された後,食 中毒発症情報の公開に日数を要 したことや,製 品回収作業の
遅れが起因 し,短期間のうちに発症者が急増する。事件の原因究明の過程に
おいて,同工場の衛生管理の実態や製品管理の杜撰 さが次々と明らかになっ
た上に,マ スコミ会見の場における同社幹部の複数の不手際が大々的に報道
され,雪印に対する消費者の不信感は急激に高まっていった。最初の患者の
確認から約2ヵ 月後,製 品の原材料中に含まれていた毒素が食中毒の原因物
質と判明,同 年12月に事故調査委員会によって,杜 撰な衛生管理 と製品管
理,お よびそれをおざなりにしてきた組織体質の複合的要因によって発生 し
た事故であると結論付けられている。
その約1年半後の2002年1月下旬,子 会社の雪印食品が国内初のBSE感染
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牛の確認を背景 とする国産牛肉買取制度を悪用 し,国から補助金を詐取しよう
としていたことを,取引先社長が告発,不正が公 となる。後に雪印食品は親会
社である雪印乳業の経営不振 も背景 となり業績が悪化,同 年4月に廃業 した。
二つの事件は雪印グループの解体 という結果を招いたに止まらず,食 品業
界,消 費者,経 済界全体そして行政に対 して大きな衝撃 を与えた。二つの事
件については 「一連の」雪印事件もしくは 「懲 りない」雪印グループという
烙印が押 されることも一 とりわけゴシップ的な関心から本件を取 り上げる場
合にはしばしば一あったが,先 の食中毒事件の衝撃があまりにも大きかった
という事実は重要である。食品の安全性について今 日では当然のように活発
に議論 されているが,こ の問題について消費者が敏感に反応 し企業 も迅速に
自主的な対応を取るようになったのは,これ らの事件以降である。また消費
者行政について漸進的な変化 しか見受けられなかった中,2003年に食品安
全基本法が制定 され,そ の後食品安全委員会が設置 されたこと,翌年には
消費者保護基本法を改正 し消費者基本法が成立す るなどの動 きは,明 らかに
本事件をはじめ とする食の安全性に関わる不祥事が引き金 となっている。ま
た,経 済同友会が2003年を 「CSR元年」 とする と宣言 して以降,CSR(企
業の社会的責任)と いう言葉はあたか もブームのように広 く用いられるよう
になっているが,CSRや企業倫理に対して高い関心が寄せ られる背景に,食
品関連企業をはじめとする企業不祥事の頻発 ・発覚があると考えるのは自然
な発想であろう。
3.統計データから見た雪印集団食中毒事件 のインパクト
本事件が社会に与えた影響について,統計データからそのインパクトの大
きさを考察する。本研究の特徴は,単純に牛乳の生産量を牛乳統計から見る
だけではなく,物価および家計統計を最大限に利用することで,事 件の影響
の大 きさを多面的に測ろうとするものである。得 られた知見として,事件が
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与えた影響には地域間格差が見られ,事 件の舞台になった地域に近い地域ほ
どより大 きな影響があったと考えられる。ただし,一部のデータからはこの
ような事実が十分に確認できなかった。
① 「牛乳乳製品統計」から見た雪印事件
農林水産省統計情報部の 『牛乳乳製品統計』を用いて雪印事件のインパク
トを捉えたい。同統計から飲用牛乳(牛乳および加工乳)の生産に関して,そ
の特徴を見てい くことにしよう。最初に,『牛乳乳製品統計』で用いられる飲
用牛乳,牛 乳,加 工乳 という用語の定義を確認 しておこう。飲用牛乳は牛乳
と加工乳を指す。牛乳 と加工乳は成分的に類似 したものであ り,流通 ・消費
の過程で これを一体的にとらえる場合が多いので,両 者を総称 して飲用牛乳
と呼ぶ。牛乳 とは生乳に生乳以外のものを混入することな く,厚生省令に定
める成分規格並びに製造及び保存の方法の基準に沿って製造されたものをい
う。加工乳 とは,生 乳,脂 肪乳,全粉乳,脂 肪粉乳等の乳および乳製品のみ
を原料 とし,水以外の他物を混入 しないで製造 した もので,厚生省令に定め
る成分規格並びに製造及び保存の方法の基準に沿って製造されたものをいう。
飲用牛乳の生産量変化率を見る場合には,季 節的要因を考慮 して前年同月
比で見ることが適切である。1999年1月から2003年12月までの前年同月
比変化率のグラフを図1に示す。
雪印事件が起 こる前(2000年6月まで)は,飲 用牛乳 ・牛乳 ・加工乳の変
化率の動 きはほぼ同一であるが,雪 印事件が起きた後(2000年7月)から大
きな変化が起 こる。事件の原因となった加工乳について20%ポイント以上
の著 しい減少が見られることになった。加工乳に対する需要の減少は,牛乳
の需要拡大 という代替効果を生じさせ ることにもなった。ただし,代替効果
があった としても飲用牛乳そのものの生産規模は縮小 している。飲用牛乳の
生産が増加に転 じた時期は,2002年の夏以降であった。
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図1飲 用牛乳の生産量変化率
② 牛乳価格 と生産量の変化率
牛乳価格 と牛乳生産量の前年同期比変化率を同時にグラフに描 いてみよ
う。『消費者物価指数年報』(総務省統計局)の データから,牛乳価格 として
牛乳(加工乳 ・特別牛乳を除 く,紙容器,1000mL,店頭売 り)の価格を採
用 し,前年同期比変化率を計算する。
1+牛 乳生産量 鴫一牛乳価格×10
図2牛 乳生産量と牛乳価格の変化率
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牛乳価格 と牛乳生産量の変化率を図2に 示す。牛乳価格の変動幅はもとも
と大きなものではないので,価格変動を見やす くするために,価 格変化率を
縦 に10倍に引き伸ば して描いている。 トレン ドとしてデフレ傾向が見 られ
るため,全体 としてマイナスの変化率となっているが,そ れでも価格変動は
良 く分かる。
これ らのデータを見て興味深い点は,牛 乳の生産が価格の変化 に敏感に
反応 している点である。一般に価格が低下(上昇)すれば需要は増加(減 少)
するが,需要の変化がそのまま生産量に反映 されている。その結果,価 格 と
生産量はちょうど逆の動 きを見せている。
雪印事件のインパク トは,価格データにも如実に現れている。事件直後の
2000年7月には1.5ポイント近い価格の下落が起こった。牛乳は鶏卵 と並ん
で物価の優等生とされ,も ともと大 きな価格変動があまり見 られない商品で
ある。 このような背景を踏 まえると,事件後に発生 した価格に対するインパ
クトは大変大きな ものであった と考えられる。2000年7月か ら2001年6月
までの牛乳生産量の増加は,先述の通 り加工乳からの代替が大きく貢献 して
いる。
前年同期比を用いているため前年の大きな変動の影響があることに注意 し
なければならないが,2002年は価格の低下傾向に歯止めがかかったが,牛
乳生産は引き続 き低下 した。2003年は再び価格の低下傾向が見 られるよう
になったが,牛乳の生産は回復 している。
③ 牛乳価格変動の地域差
『小売物価統計』(総務省統計局)を用いて,牛乳価格変動に地域差が見ら
れるか確認 しよう。『小売物価統計』は消費者物価指数を計算する時の基礎
になる統計で,地 域別に見た としても正確性が保証 されていると見てよい。
牛乳価格として,牛 乳(加 工乳 ・特別牛乳を除 く,紙容器入 り,1000mL入
り,店頭売 り)の価格を採用する。
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雪印食中毒事件が起こった直後(2000年7月以降)に注目して,主 要都市
別の価格変動を見ることにしよう。採用 した主要都市は,札 幌市,東 京都区
部,名 古屋市,大 阪市,奈 良市,和 歌山市,神 戸市,福 岡市である。価格変
化率はすべて前年同期比の変化率を採用 し,季節性の除去を行っている。図
3は,札幌市,東 京都区部,名 古屋市の牛乳価格変化率を示 している。
1→一札幌市 →一東京都区部+名 古屋市1
図3牛 乳価格の地域別変化率(札幌市,東京都区部,名古屋市)
東京都区部では事件の前後で価格の変動がほとんど見 られず,極 めて安定
的な値動きを示 している。ただ し,2001年4月か ら2002年7月にか けて,
長期にわたる価格の低下が見られる。東京都区部では事件の価格への影響は
ほぼ見られなかったが,そ の他の主要都市に注目すると,影響には地域差が
見 られることが分かる。
札幌市では事件前から価格の低下傾向が続いてお り,事件後 に大 きく価格
が落ち込むという現象が見られたわけではない。ただし,元々低下傾向があ
る中でのマイナスが見られることから,事件のインパクトがそれな りにあっ
たものと解釈できるだろう。
名古屋市では2000年に入 り牛乳価格の低下が見 られていたが,事 件後し
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ばら く経過 した2000年9月以降に極端な価格の低下が見 られることになっ
た。2000年10月にはマイナス10.6%を記録 した。価格の低下傾向はその後
も収 まらず,2001年8月まで低下傾向に歯止めがかからなかった。
1→一大阪市 鴫 一奈良市 触 一和歌山市1
図4牛 乳価格の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
最 も極端な値動 きを見せたのが,雪 印事件の舞台ともなった近畿地方であ
る。図4に 大阪市,奈 良市,和 歌山市の牛乳価格変化率を示している。グラ
フの縦軸の高さが他の図 と異なるので大阪市の値動 きが小 さく見えるが,大
阪市では2000年7月にマイナス4.0%を記録 し,同年9月 まで大きなマイナ
スが続 いた。その後2001年6月まで微弱ではあるもののマイナスが続 くこ
とになる。
今回の事件で最 も大きな価格変動を見せたのが奈良市である。極めて安定
的に推移 していた牛乳価格は事件後突然下落を始め,2000年8月にはマイ
ナス14.7%を記録 した。その後 もマイナス10%以上 という激 しい価格低迷
が続 き,2001年6月にはマイナス20.6%を記録 した。価格変動率がプラス
に転 じたのは2002年6月になってからのことであった。
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和歌山市 においては元 々価格 の低下傾 向が 見 られて いたが,事 件後 には大
きな下落 が起 こ り,2000年7月にはマイナス8.5%を記録 した。その後 もマ
イナス7%近 い下落が続 き,2001年10月にな るまでマ イナスが続 くことに
なる。
図5牛 乳価格の地域別変化率(大阪市,神戸市,福岡市)
図5は 大阪市,神 戸市,福 岡市の牛乳価格変化率 を示 している。図4と の
比較のため,大阪市のデータを再掲 している。神戸市では事件後の2000年
7月にマイナス3.2%を記録 し,同年10～ll月にはマイナス5.1%まで下落
した。その後若干の回復を見せることもあったが,基 本的には価格の下落は
続 き,2003年に入 るまで下落傾向は続いた と見てよい。神戸市 と和歌山市
では,極 めて長期にわたって下落傾向が続いたことになる。
福岡市になると事情が一変 し,事件に伴 う価格の下落はほとん ど見 られ
なかった。全体的に若干のマイナス傾向が見 られるが,日 本経済全体がデ
フレ状態 にあった ことも考えれば比較的安定的に価格は推移 したと考えら
れる。
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④ 家計調査から見た地域差
『家計調査』(総務省統計局)を用 いて,牛乳の購入量 と購入価格を地域別
に見る試みを行 ことにする。同調査はサンプル数が少ないので粗いデータに
なってしまうが,県 庁所在市別に購入量 と価格のデータが取れることは大き
な長所である。以下に掲げる図は県庁所在市別品目分類別のデータに基づ く
もの2であるが,調 査方法の変更に伴い2002年1月以降は県庁所在市別に取
ることができなくなった。
前節 と同様に,札 幌市,東 京都区部,名 古屋市,大 阪市,奈 良市,和 歌山
市,神戸市,福 岡市の各都市について,牛乳(加 工乳 ・特別牛乳を除 く,紙
容器入り,1000mL入り,店頭売 り)の購入数量 と購入価格のデータを集め,
前年同期比の変化率を計算 した。
1→一札幌市0東 京都区部+名 古屋市i
図6牛 乳購入数量の地域別変化率(札幌市,東京都区部,名古屋市)
図6は,牛 乳購入数量の変化率を札幌市,東 京都区部,名 古屋市について
見たものである。サ ンプル数が少ないため,変 化率の変動幅が大 きいなど
データが粗い点は否めないが,2000年7月の事件後,名 古屋市において若
干の購入数量の減少が見 られた。データの振幅が大きいため,有意な差 とし
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て確認 す ることは困難 だ と思 われ る。
96牛 乳価格
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→一札幌市 一 東京都区部+名 古屋市
図7牛 乳購入価格の地域別変化率(札幌市,東京都区部,名古屋市)
図7は,牛 乳購入価格の変化率を札幌市,東 京都区部,名 古屋市について
見たものである。2000年7月の事件後,札 幌市において若干の購入価格の
低下が見 られるが,有 意な差 として確認することは難しい。
1+大 阪市+奈 良市+和 歌山市1
図8牛 乳購入数量の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
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→ 一大阪市 一を 奈良市+和 歌山市
図9牛 乳購入価格の地域別変化率(大阪市,奈良市,和歌山市)
図8と 図9は,そ れぞれ牛乳購入数量と購入価格の変化率について,大 阪
市,奈 良市,和 歌山市について見たものである。2000年7月の事件後につ
いて,購 入数量の大 きな変化は見られなかった。購入数量の大 きな低下を仮
説 として立てていたので,こ の結果は意外な結果であった。
購入価格の変化については,和歌山市において若干の低下が見 られるが,
大阪市や奈良市ではそのような現象は確認できない。
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図10牛 乳購入数量の地域別変化率(大 阪市,神 戸市,福 岡市)
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図11牛乳購入価格の地域別変化率(大阪市,神戸市,福岡市)
図10と図11,それぞれ牛乳購入数量 と購入価格の変化率について,大 阪
市,神戸市,福岡市について見たものである。2000年7月の事件後について,
購入数量,購 入価格のいずれについても大きな変化は見 られなかった。前節
の結果も加味すれば,福 岡市においては事件の影響はほぼ見 られなかったと
考えることがで きる。
4.消費者行動の特徴に関する試論
雪印集団食中毒事件のインパクトについては次のことが指摘で きる。事件
発生直後には報道量が著 しく増加する3ことか ら,「牛乳乳製品統計」,「消
費者物価指数年報」および 「小売物価統計」か らは,① 消費者にとって望
ましくない事象に関する情報量と消費者行動における危険回避的行動は比例
する,② 事件のインパ クトは地域間で異な り,事件の発生地か らの近さに
比例 して,消 費者行動の変化は大きくなることが明 らかになった。 しか しな
がら 「家計調査」については,先 の特徴を見出すことは出来なかった。情報
量 と危険回避的行動が必ずしも比例 しているとはいえず,変 化の大 きいと予
15 一15一
想された近畿地区の多 くの都市において,購 入数量に大 きな変化が見 られな
かったことは非常に興味深い。
本研究においては,こ れらの分析結果か ら挑戦的な仮説を導いてみたい。
それは 「大量の"一 般"世 帯 と,家計調査の対象 となる世帯では,情報の受
容 ・解釈の様式が異なる=家計調査対象世帯はリスクを自身の取捨選択行動
によってコン トロールすることが可能である(も しくは自身がそうであると
考えている)傾向がある」 というものである。
この仮説 について既存研究 との比較を試みる前に,な ぜ家計調査対象世帯
は 「リスクを自身の取捨選択行動によってコントロールする」能力を有する
可能性が一般世帯 と比較 して高いと推測できるのかについて,簡 潔に述べて
お く必要があるだろう。家計調査に際 しては,全 国約8,000世帯が調査対象
世帯 として選択される。調査対象となった世帯は,購 入 したものについて購
入物品,数 量(個 数,重 量,単 位),時期,そ の用途および支払い方法等を,
規定の調査票にその都度記載することが求められる。対象世帯の選択は無作
為抽出ではあるものの,結 果 として"手 間の掛かる記録をつけることに耐え
得る消費者の居る世帯"の データが収集される。 このようなことから,消費
行動に対する意識が一般世帯 とは異なる可能性がある世帯のデータと言える
のではないか。
リスク情報の解釈について,専 門家(技 術者)と 素人(一 般市民)の 間に
大きな相違があ ることは,リ スク認知研究においては常識 となっている。
土屋(2004)はこの相違が発生する理由について,知 識を作 り出すために
用 いている情報 の相違 と同時に,技 術に対する評価の相違があることを指
摘 している。技術 に対する評価については,専 門家では,そ れを扱 う企業
や国に対す る信頼性,経 済的 ・社会的貢献可能性 および技術的コントロー
ル可能性 といった有用性からの評価を意味することが多 く,一方素人では,
管理能力や緊急時の対応 といった危険性に注 目した評価である場合が多い
という。
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家計調査世帯においては,こ こで言うところの 「専門家」的な行動を見出
すことがで きるのではないか。すなわち,多 くの消費者が報道によって製品
の危険性に注視 している中,家 計調査対象世帯で購買量にさほど変化が見 ら
れないのは,"どの製品であれば信頼できるか","どのような購買行動を取
れば自身が被害者 となる可能性を減らせるか"と いった視点から,自身の購
買行動について熟慮 しているからではないだろうか。
蒲生(2006)においては,消費者のリスク認知においては当該事象 と自身
の時間的 ・空間的距離(論文中では 「関与度」)が影響すると述べ られてお
り,リスクの程度は望ましくない事象の発生確率 ×事象の重篤度 ×関与度
によって規定することがより実態に即 している主張 されている。特 にここ
での近畿地区における家計調査世帯は,他 地域の消費者 と比較 した場合に,
事件の被害者 となる高い可能性(=事 件 と自身の距離が近い)が ありながら
も,自身の判断によってそれを回避するような選択購買を行っていると考え
られるのである。
また,消 費者の知識 と行動 については,次 のような興味深い指摘 もある。
佐藤他(2005)はBSE問題を事例に,消 費者の得た どのような知識が消費行
動の形成に関与 しているかについて実証的に明 らかにしている。この中で食
品の安全性について積極的な情報収集 ・検討を行 う消費者ほど安全性に関す
る知識を豊富に有 しており,思い込みや盲目的な行動が減少すること,逆に
誤った知識はそれ らの行動を助長することが指摘されている。同じ消費者 と
いうグループ内で情報を収集する態度の相違がそれぞれ行動に反映されると
いう点は非常に興味深 く,本研究において行ったデータ分析においても,情
報収集 ・検討に対する態度が,理 性的な購買行動を促進する可能性を見出す
ことが出来た。
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5.むすびにか えて 一消費者 の 「自立性 」育成 のため に一
従来の消費者政策に関する議論は,「(事業者 と比較 して)消費者は情報力
や交渉力において不利な立場にあることから,その格差を縮小する」(細川,
2007:p.23)というアプローチか ら行われてきた。 しかし今 日では 「消費者
保護基本法」が2004年に 「消費者基本法」に改訂されたことに象徴 される
ように,「消費者は 『自立 した主体』 として市場に参画し,積極的に自らの
利益を確保するよう行動する必要がある」(細川,2007:同頁)と して見なさ
れている。消費者 は自立 した存在であることは社会において共通認識である
といっても過言ではないだろう。西村(2005)は,企業の社会的責任ばか り
ではなく,市場を ともに形成する主体 としての消費者の社会的責任を強 く認
識 し,崇高な倫理観をもって消費を行 うべきであると主張 している。また小
木(2004)は,もはや保護されるべき客体ではな くなった消費者がその主体
性を回復するためには,情報に対する高い取捨選択能力を持つことが肝要で
あると論じている。
本研究においては,自身の判断および責任において食中毒の被害者 となる
リスクを低減させている消費者の存在に注 目した。 このような行動について
は,一面では"勇 気ある行動,周 囲に流 されない強い意志"と いった よう
に,先天的な能力に期待 し,情緒的な解釈に頼ることも時には可能かもしれ
ない。 しかしなが ら,消費者政策の中でも近年 とりわけその重要性が認識 さ
れ,多 くの方法論が展開されている消費者教育の有効性に注目することが実
践的であろう。その場合,"どのような価値観を持たせるか"と い うタイプ
の教育 よりもむしろ,"自発的な情報収集に対するインセ ンティブをいかに
設計 し育成するか",といったアプローチが有効であると考えられる。情報
収集に対する姿勢が正 しい知識を身にっける上で重要な役割を果たしている
という点からも,ま た本当の意味で"自 立 した主体"を 目指す という意味で
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も,「正 しいこ と」 を教授す るので はな く,「正 しい情 報 にアクセ スす る方法」
を教授することが重要なのではないか。
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